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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次 
第89期 

第２四半期 
連結累計期間 

第90期 
第２四半期 
連結累計期間 

第89期 

会計期間 

自平成27年 
 １月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成28年 
 １月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成27年 
 １月１日 
至平成27年 
 12月31日 

売上高 （百万円） 70,224 81,262 154,067 

経常利益 （百万円） 4,218 5,577 8,363 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 4,291 4,429 8,573 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,793 3,977 9,155 

純資産額 （百万円） 42,679 50,336 46,990 

総資産額 （百万円） 113,859 114,057 110,651 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 96.12 99.25 192.07 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 37.0 43.7 42.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 18,777 15,690 16,978 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △696 △1,513 △1,723 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,508 △6,319 △4,642 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 30,158 31,932 24,198 

 

回次
第89期

第２四半期
連結会計期間

第90期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
４月１日

至平成27年
６月30日

自平成28年
４月１日

至平成28年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 49.64 44.79 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
    ４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま
す。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 経営成績の分析

 当第２四半期連結累計期間における経営成績につきまして、売上高は手持販売物件の減少で不動産事業が減少

したものの、建設事業が前期繰越及び当期受注の増加、並びに手持工事の進捗状況も順調だったことから、前年

同四半期と比べて15.7%増の812億円余となりました。

 利益面では、工事採算性の向上と売上高の増加、並びに工事量の増加に伴い固定費負担が改善したことなどが

影響して、売上総利益は前年同四半期と比べて24.5%増の100億円余となり、人件費の上昇等で一般管理費が増加

したものの、営業利益では30.9%増の54億円余となりました。

 一方、前年計上していた段階取得に係る差益がなくなったこと、並びに課税所得の増加や繰越欠損金の控除限

度額の引下げにより法人税等が大幅に増加したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半

期と比べて3.2%増の44億円余となりました。 

 報告セグメント等の業績は次のとおりであります。

( 建設事業 )

 売上高は前年同四半期と比べ17.8％増の780億円余となり、セグメント利益については前年同四半期と比べて

35.9%増の45億円余となりました。

( 不動産事業 )

 売上高は前年同四半期と比べ19.5％減の30億円余、セグメント利益については前年同四半期と比べ10.7％増の

９億円余となりました。

（ その他 ）

 売上高は前年同四半期と比べ4.5％減の２億円余、セグメント利益については前年同四半期と比べ6.6%増の２

千万円余となりました。

 

(2) 財政状態の分析

 当第２四半期連結会計期間末における財政状況につきまして、資産については、受取手形・完成工事未収入金

等で37億円余の減少があったものの、増加した手持工事の施工消化が進み、売上債権の回収を進めながら月次の

下請負代金支払に備えたため、現金預金が77億円余増加したことにより、前連結会計年度末に比べ総資産は34億

円余増加し、1,140億円余となりました。

 負債については、有利子負債の圧縮に努め、借入金残高が減少したものの、手持工事量の増加により支払手

形・工事未払金等が増加したことにより、負債の部全体として、前連結会計年度末に比べ６千万円余増加し、

637億円余となりました。

 純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことから利益剰余金が増加したため、前連

結会計年度末に比べて33億円余増加し、503億円余となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結累計期間と比べて増減額全体と

しては87億円余減少しているものの、期首残高が大幅に増加しているため、前年同四半期連結累計期間から

5.9％増加の319億円余となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は、次のとおりです。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や仕入債務が増加したことに加え、工事金

回収が順調であることによる売上債権の減少が主な要因となり、156億円余の収入超過となりました。（前年同

四半期は、187億円余の収入超過）

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産取得による支出が増加したため、15億円余の支出超過となり

ました。（前年同四半期は、６億円余の支出超過）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金や長期借入金の返済による支出が増加したため、63億円余

の支出超過となりました。（前年同四半期は、15億円余の支出超過）

 

- 2 -

2016/08/12 19:49:17／16184885_株式会社福田組_第２四半期報告書



 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

   当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、62百万円余であります。

   なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,940,557 44,940,557
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 44,940,557 44,940,557 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 44,940,557 － 5,158 － 5,996
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（６）【大株主の状況】

    平成28年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

公益財団法人 福田育英会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 3,343 7.44 

株式会社第四銀行 

（常任代理人 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社） 

新潟市中央区東堀前通七番町1071番地１ 

（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 
2,198 4.89 

福 田 直 美 新潟市中央区 2,158 4.80 

福 田 フ ジ 新潟市中央区 1,633 3.63 

小 沢 和 子 東京都世田谷区 1,607 3.58 

福田石材株式会社 新潟市中央区白山浦１丁目614番地 1,530 3.41 

福田組共栄会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 1,280 2.85 

福 田 勝 之 新潟市中央区 1,164 2.59 

福 田 浩 士 東京都文京区 1,157 2.58 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番地11 1,077 2.40 

計 － 17,150 38.16 

 （注） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している株式は、全て信託業務に係る株式であ

ります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    241,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  44,453,000 44,453 －

単元未満株式 普通株式    246,557 － －

発行済株式総数 44,940,557 － －

総株主の議決権 － 44,453 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－Ｅ

ＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式

69,000株（議決権69個）が含まれております。なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有

している当社株式は、連結財務諸表において自己株式として表示しております。

    ２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式190株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱福田組 
新潟市中央区一番堀通町

３番地10
241,000 － 241,000 0.54

 （注）上記のほか、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式69,000株を、連結財務諸表において自己株

式として表示しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1) 退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 福 田  始 平成28年６月27日

  （注） 取締役 福田始は、社外取締役であります。 

 

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率 

 

  男性１１名 女性 －名 （役員のうち女性の比率 －％） 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 24,181 31,914 

受取手形・完成工事未収入金等 40,439 36,665 

有価証券 20 20 

販売用不動産 2,012 1,117 

未成工事支出金 3,255 4,021 

不動産事業支出金 573 581 

その他のたな卸資産 323 314 

繰延税金資産 1,508 1,345 

その他 6,727 6,277 

貸倒引当金 △84 △12 

流動資産合計 78,957 82,245 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 18,428 18,908 

機械、運搬具及び工具器具備品 13,230 13,366 

土地 14,084 14,356 

その他 845 1,191 

減価償却累計額 △23,911 △24,231 

有形固定資産合計 22,677 23,590 

無形固定資産    

のれん 889 790 

その他 771 754 

無形固定資産合計 1,660 1,544 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,085 4,297 

長期貸付金 549 540 

退職給付に係る資産 750 948 

繰延税金資産 157 134 

その他 1,436 1,380 

貸倒引当金 △626 △624 

投資その他の資産合計 7,354 6,676 

固定資産合計 31,693 31,811 

資産合計 110,651 114,057 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 33,040 42,088 

短期借入金 8,372 2,237 

未払法人税等 525 807 

未成工事受入金等 9,324 6,528 

引当金 382 1,383 

その他 4,755 3,192 

流動負債合計 56,400 56,238 

固定負債    

長期借入金 374 809 

繰延税金負債 569 470 

再評価に係る繰延税金負債 1,023 977 

引当金 234 237 

退職給付に係る負債 2,746 2,725 

その他 2,311 2,262 

固定負債合計 7,260 7,483 

負債合計 63,661 63,721 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,158 5,158 

資本剰余金 6,048 6,048 

利益剰余金 34,527 38,155 

自己株式 △183 △185 

株主資本合計 45,551 49,176 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,227 620 

土地再評価差額金 △46 196 

退職給付に係る調整累計額 △253 △182 

その他の包括利益累計額合計 927 634 

非支配株主持分 511 525 

純資産合計 46,990 50,336 

負債純資産合計 110,651 114,057 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高    

完成工事高 63,021 73,464 

不動産事業売上高 3,706 2,988 

その他の事業売上高 3,496 4,809 

売上高合計 70,224 81,262 

売上原価    

完成工事原価 56,867 64,729 

不動産事業売上原価 2,453 1,643 

その他の事業売上原価 2,840 4,853 

売上原価合計 62,161 71,225 

売上総利益    

完成工事総利益 6,153 8,735 

不動産事業総利益 1,253 1,345 

その他の事業総利益又はその他の事業総損失

（△） 
656 △43 

売上総利益合計 8,063 10,037 

販売費及び一般管理費 ※ 3,925 ※ 4,622 

営業利益 4,137 5,414 

営業外収益    

受取利息 5 4 

受取配当金 76 85 

持分法による投資利益 35 3 

貸倒引当金戻入額 21 74 

その他 62 86 

営業外収益合計 202 254 

営業外費用    

支払利息 79 47 

シンジケートローン手数料 13 23 

その他 28 20 

営業外費用合計 121 91 

経常利益 4,218 5,577 

特別利益    

固定資産売却益 36 15 

投資有価証券売却益 60 0 

負ののれん発生益 4 - 

段階取得に係る差益 470 - 

国庫補助金 - 6 

その他 1 - 

特別利益合計 574 21 

特別損失    

固定資産売却損 1 0 

固定資産除却損 5 6 

投資有価証券評価損 0 3 

その他 6 - 

特別損失合計 13 10 

税金等調整前四半期純利益 4,779 5,588 

法人税、住民税及び事業税 418 806 

法人税等調整額 54 311 

法人税等合計 472 1,118 

四半期純利益 4,306 4,469 

非支配株主に帰属する四半期純利益 15 39 

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,291 4,429 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 4,306 4,469 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 351 △608 

土地再評価差額金 98 46 

退職給付に係る調整額 37 71 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △2 

その他の包括利益合計 487 △491 

四半期包括利益 4,793 3,977 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 4,778 3,941 

非支配株主に係る四半期包括利益 15 36 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 4,779 5,588 

減価償却費 602 637 

のれん償却額 - 98 

負ののれん発生益 △4 - 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △72 

賞与引当金の増減額（△は減少） 758 1,078 

株式給付引当金の増減額（△は減少） - 37 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71 △15 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △249 △197 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △49 △14 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 △33 

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △73 - 

その他の引当金の増減額（△は減少） △61 △62 

受取利息及び受取配当金 △81 △89 

支払利息 79 47 

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 0 3 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △60 △0 

固定資産売却損益（△は益） △35 △14 

有形固定資産除却損 5 6 

段階取得に係る差損益（△は益） △470 - 

持分法による投資損益（△は益） △35 △3 

売上債権の増減額（△は増加） 7,449 3,773 

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,697 130 

その他の資産の増減額（△は増加） △1,336 574 

仕入債務の増減額（△は減少） 5,473 8,938 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,929 △2,656 

その他の負債の増減額（△は減少） △1,176 △1,562 

その他 4 84 

小計 19,185 16,276 

利息及び配当金の受取額 117 95 

利息の支払額 △93 △57 

法人税等の支払額 △432 △624 

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,777 15,690 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △3 △3 

定期預金の払戻による収入 3 3 

有形固定資産の取得による支出 △1,171 △1,451 

有形固定資産の売却による収入 421 61 

無形固定資産の取得による支出 △11 △22 

投資有価証券の取得による支出 △1 △37 

投資有価証券の売却による収入 117 0 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△164 - 

子会社株式の取得による支出 △1 - 

短期貸付金の増減額（△は増加） 0 △59 

長期貸付けによる支出 - △0 

長期貸付金の回収による収入 10 9 

その他の支出 △14 △24 

その他の収入 118 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー △696 △1,513 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △669 △5,369 

長期借入れによる収入 200 600 

長期借入金の返済による支出 △675 △930 

自己株式の売却による収入 - 1 

自己株式の取得による支出 △2 △3 

配当金の支払額 △288 △534 

非支配株主への配当金の支払額 △9 △11 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △64 △71 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,508 △6,319 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,572 7,857 

現金及び現金同等物の期首残高 13,585 24,198 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
- △123 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 30,158 ※ 31,932 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

合同会社ＡＫＳアセット 702百万円 合同会社ＡＫＳアセット 672百万円

ホテル朱鷺メッセ㈱ 122 ホテル朱鷺メッセ㈱ 114

新潟万代島ビルディング㈱ 122 新潟万代島ビルディング㈱ 112

㈱ジオック技研 90 ㈱ジオック技研 80

計 1,037 計 980

 

分譲マンションに係る手付金保証

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

２ 社 51百万円 １ 社 65百万円

 

２ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

  60百万円   －百万円

 

３ 手形流動化に伴う買戻し義務限度額

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

  171百万円   125百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年１月１日 

  至  平成27年６月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年１月１日 

  至  平成28年６月30日） 

従業員給料手当 1,467百万円 1,715百万円 

賞与引当金繰入額 236 344 

退職給付費用 94 114 

貸倒引当金繰入額 △15 1 

株式給付引当金繰入額 － 11 

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 30,140百万円 31,914百万円

投資その他の資産の「その他」に含ま

れる長期性預金
50 －

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △53 △3

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 20 20

現金及び現金同等物 30,158 31,932

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月27日

取締役会
普通株式 312 7 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月26日

取締役会
普通株式 536 12 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金

  （注）平成28年２月26日取締役会の決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 

 

- 13 -

2016/08/12 19:49:17／16184885_株式会社福田組_第２四半期報告書



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  建設 不動産 計 

売上高          

外部顧客への売上高 66,238 3,719 69,958 266 70,224 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

14 36 50 0 50 

計 66,252 3,755 70,008 267 70,275 

セグメント利益 3,352 830 4,182 27 4,209 

 （注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んで

おります。 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

   当第２四半期連結会計期間において、北日本建材リース株式会社の発行済株式を追加取得し、連結の

  範囲に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べて、「建設」のセグメント資産が3,165百万円

  増加しております。

 

 ３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,182

「その他」の区分の利益 27

セグメント間取引消去 7

全社費用（注） △80

四半期連結損益計算書の営業利益 4,137

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 ４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （のれん金額の重要な変動）

 「建設」セグメントにおいて、北日本建材リース株式会社の発行済株式を追加取得し、連結の範囲に含

めたことにより、当第２四半期連結累計期間において、987百万円ののれんを計上しております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  建設 不動産 計 

売上高          

外部顧客への売上高 78,007 3,000 81,008 254 81,262 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

12 22 34 0 34 

計 78,019 3,022 81,042 255 81,297 

セグメント利益 4,555 919 5,474 29 5,503 

 （注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んで

おります。 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

  該当事項はありません。

 

 ３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,474

「その他」の区分の利益 29

セグメント間取引消去 5

全社費用（注） △94

四半期連結損益計算書の営業利益 5,414

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当第２四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

 ５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 96円12銭 99円25銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 4,291 4,429

普通株主に帰属しない金額      （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額          （百万円）
4,291 4,429

普通株式の期中平均株式数       （千株） 44,639 44,631

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が所有している当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております（当第２四半期連結累計期間69,285株）。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

 

 

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

株式会社福田組 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 江島  智  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 塚田 一誠  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福田組

の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書 

提出会社が別途保管している。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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